
附属明細書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細
＜法人単位＞ （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 417¶344¶199 112¶263¶661 ` 529¶607¶860 146¶565¶617 27¶981¶392 ` 383¶042¶243

構 築 物 113¶836¶278 52¶731¶056 1¶077¶000 165¶490¶334 38¶450¶578 8¶555¶008 ` 127¶039¶756

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

機 械 及 び 装 置 689¶157¶834 3¶725¶400 ` 692¶883¶234 396¶323¶335 69¶483¶810 ` 296¶559¶899

車 両 運 搬 具 151¶831¶424 7¶494¶681 281¶301 159¶044¶804 116¶280¶032 14¶038¶486 ` 42¶764¶772

工 具 器 具 備 品 1¶813¶245¶669 262¶950¶874 43¶081¶838 2¶033¶114¶705 1¶245¶370¶470 167¶259¶086 ` 787¶744¶235

計 3¶185¶415¶404 439¶165¶672 44¶440¶139 3¶580¶140¶937 1¶942¶990¶032 287¶317¶782 ` 1¶637¶150¶905

エ 想定した使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額

資 産 名 帳簿価額 回収可能サービス
価額（見込額） 減損額（見込額） 備 考

別海実験場 89¶351¶729円 28¶387¶556円 60¶964¶173円 すべての資産を含む

湧別実験場 20¶481¶300円 19¶980¶018円 501¶282円 すべての資産を含む

~ 当該資産における回収可能サービス価額（見込額）のうち土地勘定は鑑定等の価格をもって
算定しております。建物、構築物、機械及び装置等については、廃止時に取り壊し処分を行っ
たと想定し、備忘価額をもって算出しております。

] 金融商品の時価等に関する事項
平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

{現金及び預金 2¶683¶624¶362円 2¶683¶624¶362円 `

|研究業務未収金 317¶583¶424円 317¶583¶424円 `

}未収金 289¶524¶676円 289¶524¶676円 `

~研究業務未払金 (1¶625¶186¶666円) (1¶625¶186¶666円) (`)

�未払金 (475¶828¶062円) (475¶828¶062円) (`)

(注１) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(注２) 金融商品の時価の算定方法

{現金及び預金、|研究業務未収金及び}未収金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。
~研究業務未払金及び�未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

賃貸等不動産関係
\ 賃貸等不動産の状況に関する事項

当法人は、朝霧環境材料観測施設において、施設の一部廃止による将来の使用が見込まれて
いない土地を有しております。

] 賃貸等不動産の時価に関する事項

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期末の時価

前 期 末 残 高 当 期 増 減 額 当 期 末 残 高

93¶523¶310円 � 56¶680¶794円 36¶842¶516円 36¶842¶516円

(注１) 貸借対照表計上額は、取得原価から減損損失累計額を控除した額であります。
(注２) 当期増減額は減損損失（56¶680¶794円）であります。
(注３) 当期末の時価は、主として「不動産鑑定書」に基づいております。
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４．キャッシュ・フロー計算書注記
\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳

現金及び預金勘定 2¶683¶624¶362円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

資金期末残高 2¶683¶624¶362円
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] 重要な非資金取引
ファイナンス・リースによる資産の取得 57¶190¶986円

５．重要な債務負担行為
該当事項はありません。

６．重要な後発事象
該当事項はありません。

７．追加情報
金融商品関係
\ 金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金に限定し、資金調達については運営費交付金により実施
事業の財源が適宜手当てされているため、金融機関等からの資金調達は行っておりません。
未収金、研究業務未収金は、いずれも１年以内の入金期日であります。未収金、研究業務未
収金に係る取引相手の信用リスクは、取引先の入金状況を定期的に確認し、取引先ごとに期日
及び残高を管理することにより、リスクの低減を図っております。また、未払金、研究業務未
払金は、いずれも１年以内の支払期日であります。
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